
一般会計当初予算

当
初
予
算
の
特
徴

　

平
成
29
年
度
当
初
予
算
は
、
昨
年
度
か
ら
始

ま
っ
た
第
５
次
総
合
計
画
に
掲
げ
た
開
花
プ
ロ

グ
ラ
ム
を
着
実
に
実
施
し
て
い
く
た
め
、
事
務

事
業
を
徹
底
し
て
見
直
す
な
ど
、
限
ら
れ
た
財

源
の
中
で
重
点
化
に
努
め
、
基
金
の
活
用
も
図

り
な
が
ら
予
算
編
成
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

特
に
「
津
山
市
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生

総
合
戦
略
」、「
子
ど
も
子
育
て
支
援
対
策
」、

「
地
域
産
業
の
活
性
化
対
策
」
の
充
実
と
と
も

に
、
平
成
28
年
５
月
に
行
っ
た
「
定
住
自
立
圏

構
想
に
関
す
る
中
心
市
宣
言
」
に
よ
る
他
町
と

の
連
携
事
業
な
ど
、
重
点
的
な
予
算
配
分
を
行

っ
て
い
ま
す
。

● 

扶
助
費
は
、
中
学
校
卒
業
ま
で
完
全
無
償
化

し
た
子
ど
も
医
療
費
や
、
民
間
教
育
・
保
育

施
設
運
営
費
の
増
な
ど
に
よ
り
、
１
億
３
千

万
円
（
１
・
３
％
）
の
増

● 

物
件
費
は
、
ご
み
焼
却
施
設
の
解
体
撤
去
事

業
や
、
学
校
Ｉ
Ｃ
Ｔ
環
境
整
備
事
業
の
増
な

ど
に
よ
り
、
９
億
２
千
万
円
（
16
・
７
％
）

の
増

● 

普
通
建
設
事
業
費
は
、
津
山
駅
周
辺
整
備
事

業
の
減
や
、
小
・
中
学
校
施
設
整
備
事
業
の

平
成
28
年
度
へ
の
前
倒
し
予
算
計
上
に
よ
る

減
な
ど
に
よ
り
、
７
億
８
千
万
円
（
９
・
７

％
）
の
減

 

歳
入
の
ポ
イ
ン
ト

● 

市
税
は
、
固
定
資
産
税
（
家
屋
・
償
却
分
）

の
増
な
ど
に
よ
り
、
１
億
４
千
万
円
（
１
・

１
％
）
の
増

● 

地
方
交
付
税
は
、
合
併
特
例
期
間
の
終
了
に

伴
う
段
階
的
な
減
額
な
ど
に
よ
り
、
５
億
円

（
４
・
０
％
）
の
減

● 

市
債
（
市
の
借
入
金
）
は
、
小
・
中
学
校
施

設
整
備
事
業
の
平
成
28
年
度
へ
の
前
倒
し
予

算
計
上
に
よ
る
減
や
、
津
山
城
下
町
歴
史
館

整
備
事
業
の
完
了
に
よ
る
減
な
ど
に
よ
り
、

９
億
４
千
万
円
（
12
・
３
％
）
の
減

 

歳
出
の
ポ
イ
ン
ト
（
性
質
別
）

性質別歳出
区分 予算額 構成比

人件費 73億   389万円 14.7%
物件費 64億5,682万円 13.0%
維持補修費 2億2,675万円 0.5%
扶助費 105億6,366万円 21.3%
補助費等 61億8,918万円 12.5%
普通建設事業費 72億   592万円 14.5%
公債費 58億6,796万円 11.8%
繰出金 52億2,672万円 10.5%
その他 6億   910万円 1.2%
歳出合計 496億5,000万円 100.0%

平成29年度当初予算の　　　　概要をお知らせします

議会費 
3億9,269万円（0.8%）
市議会の運営 

その他
8億1,426万円（1.6%）
労働費、災害復旧費、諸支出金、予備費

衛生費
37億1,933万円（7.5%）
各種健康診断や環境対策など

農林水産業費
17億8,918万円（3.6%）
農林水産業の振興、農道・林道・ため池の整備など

土木費
50億9,020万円（10.3%）
道路や橋、公園、住宅整備など

商工費
16億3,173万円（3.3%）
商工業や公共交通、観光の振興など

民生費
170億8,013万円（34.4%）
高齢者や乳幼児、障害者などの
福祉、生活保護、災害救助など

総務費
46億2,179万円（9.3%)
税務、戸籍、選挙などの事務や
市役所の管理など

496億
5,000万円

（目的別）
歳出

公債費
58億7,009万円（11.8%）
市の借入金の返済

教育費
69億2,761万円（14.0%）
幼稚園や小中学校、社会教育、
芸術文化・スポーツの振興など

消防費
17億1,299万円（3.4%）
津山圏域消防組合の負担金や
消防団の機庫、車両整備など

国庫支出金
63億8,884万円（12.9%）
国が認めた特定の事務事業の
実施に当たって国から交付
されるお金

496億
5,000万円

歳入

使用料及び手数料
5億280万円（1.0%）
市の施設使用料や住民票、各種
証明書などの交付手数料

県支出金
35億6,430万円（7.2%）
県が認めた特定の事務事業の
実施に当たって県から交付されるお金

地方譲与税 4億7,000万円（0.9%）
国が徴収した税金から一定の基準に従い譲与されるお金

地方消費税交付金ほか 20億5,679万円（4.1%）
地方消費税のうち県から交付されるお金など

  

市債
66億8,160万円（13.5%）
国や金融機関から借り入れるお金

諸収入ほか
45億4,024万円（9.2%）
どの費目にも含まれない他のお金

市民税 52億4,827万円

都市計画税 6億5,856万円

固定資産税 58億2,232万円

軽自動車税 3億6,072万円

市たばこ税 7億6,000万円

入湯税 13万円

分担金及び負担金
7億1,543万円（1.4%）
市が行う事業で特定の利益を受ける
人などから徴収するお金

自

主

財

源

依

存

財

源

地方交付税
118億8,000万円（23.9%）
全国の自治体が同水準の行政を進められるよう、
財政運営の均衡をとるために国から交付されるお金

市税
128億5,000万円
 （25.9%）

 財政課（市役所６階）☎32-2020

自 主 財 源 186億847万円（37.5％）
　市税や使用料・手数料など、市が自主的に収入するお金

依 存 財 源 310億4,153万円（62.5％）
　国や県の基準に基づき、交付されたり割り当てられたりするお金

（注）％の数値は、小数第２位を四捨五入したもの

予 

算

2017.4 67 2017.4


